
重 要「　実質的支配者について」欄のご記入にあたって9

株式会社・有限会社・投資法人・特定目的会社等（資本多数決法人である場合）
関係性は　１ 　 「25％超議決権・配当等」にチェックのうえ、その株主等の個人（1名）を実質的支配者としてご記入
ください。

関係性は　１ 　 「25％超議決権・配当等」にチェックのうえ、その株主等に該当するすべての個人を実質的支配者
としてご記入ください。

関係性は　２ 　 「支配的影響力」にチェックのうえ、その個人を実質的支配者としてご記入ください。

※１　個人保有している議決権（a）と、その個人が支配（直接または間接に50％超の議決権を保有）している法人
　　　が保有する議決権（b）を合計（a+b）した割合が25％超となる場合、その個人が実質的支配者に該当します。
※２　当該個人が事業経営を支配しないことが明らかである場合は除きます。

実質的支配者についてご記入いただいた内容は、本件申し込みにおける法令に基づく確認にのみ使用します。（「犯収法」に基づき確認させていただいております。）また、実質的支配者の方が4名様以上となる
場合は、入会デスクまで「実質的支配者申請書」をご請求ください。

（注）下記図説の①②③に「国・法人等（※）」が該当する場合は、個人とみなし当該「国・法人等」の名称・本店所在地を申告してください。
※国・法人等とは、上場会社、国、地方公共団体、独立行政法人、国もしくは地方公共団体が1/2以上出資している法人等またはこれらの子会社を指します。
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財団法人・医療法人・合名会社・合資会社・合同会社等（資本多数決法人でない場合）
関係性は　１ 　 「25％超議決権・配当等」にチェックのうえ、その個人（1名）を実質的支配者としてご記入後
③についても確認ください。

関係性は　１ 　 「25％超議決権・配当等」にチェックのうえ、その該当するすべての個人を実質的支配者として
ご記入後③についても確認ください。

関係性は　２ 　 「支配的影響力」にチェックのうえ、そのすべての個人を実質的支配者としてご記入ください。

※３　当該個人が事業経営を支配しないことが明らかである場合は除きます。
※4　「①または②」がいる場合でも「③」に該当する方がいる場合は、「①または②」と「③」の該当するすべての
　　  個人について申告してください。

図2

個人事業主・国・地方公共団体等

（資本多数決法人である場合）株式会社・有限会社・投資法人・特定目的会社等

（資本多数決法人でない場合）財団法人・医療法人・合名会社・合資会社・合同会社等

記入不要
お申し込み法人 「実質的支配者の申告」欄

記入要⇒　　　    該当するすべての個人について関係性、氏名・自宅住所・生年月日を申告してください。

記入要⇒　　　    該当するすべての個人について関係性、氏名・自宅住所・生年月日を申告してください。

下表の「お申し込み法人」より該当の法人をご確認のうえ、下記　　　 、   　　での図説のとおり記入面「　実質的支配者について」欄にご記入ください。図1
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9

いる場合

いる場合

関係性は　３   　「代表者（業務執行）」にチェックのうえ、法人を代表し、その
業務執行する代表者（代表取締役など）を実質的支配者としてご記入ください。

①②③がいない場合

③出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動
　に支配的な影響力を有する個人がいますか？

いない場合

②議決権の25％超を直接・間接（※１）に保有する
　個人がいますか？（※２）

いない場合

いる場合①議決権の50％超を直接・間接（※１）に保有する
　個人がいますか？（※２）

関係性は　３ 　  「代表者（業務執行）」にチェックのうえ、法人を代表し、その
業務執行する代表者（代表理事など）を実質的支配者としてご記入ください。

いる場合

①②③がいない場合

③出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動
　に支配的な影響力を有する個人がいますか？

いない場合

いる場合②事業上の収益又は事業上の財産の25％超の配当
　又は分配を受ける個人がいますか？（※3）

いる場合

いない場合

①事業上の収益又は事業上の財産の50％超の配当
　又は分配を受ける個人がいますか？（※3）

「①または②」がいる場合も「③」を確認（※4）


